
平成之1年産「健やか親子21を推進す  
るための母子保健情報の利活用に  

データ分析   

結果   
平成13年、平成17、平成21年と、少しずつではあるが着実に改善している。   

策定時と比較して増減の大きかった項目は、以下の通りである。大きく改善した項目：ピーナッソやあめ玉などを子どもの  
手の届くところに置かない（3歳53．0％→74，0％）、浴槽に水を貯めておかない（1歳6か月64＿3％→71．5％、3歳59．99乙→67．6％）。  
ストーブ等の安全策については、平成13年から平成17年に大きく改善したが、今回悪化していた。平成1丁年に改善した理  

分析  
由として、平成13年調査が冬に行われたのに対し、平成17年調査は夏に行われたことも影響していると考えられる。また、  
1歳6か月児の質問文の表現が、平成21年調査で3歳児調査と統一し若干の変更を行った影響もあると考えられる。安全  
対策の実施率が低い項目としては、階段の転落防止用の柵（1歳6か月55．0％）などであった。第1回中間評価時に実施率  
が50％以下の項目が数項目あったが、今回は項目を10項目に絞る中で質問項目が廃止されたため、実施率50％以下の  
項目は無かった。   

評価   改善傾向が続いているが、目標達成は難しい。   

親による自記式調査であるため、実際に回答通り行われているか、また十分に問題のない方法で予防対策が行われてい  
るかについては、問題のある例も多いと考えら得れる。策定時及び第1回中間評価までは、各年齢における20項目の注意  
点全てを実施している割合を指標としてし、たが、非常に低い数値となっていた。そこで、特に重要な10項目に絞り、各項目  

調査・分析上の課題  の実施率の平均値を指標として用いるように、今臥改訂を行った。策定時及び第1回中間評価値については、新しい指  

標で再計算を行った。暖房器具では安全柵が不要なエアコンタイプの普及、また熱い蒸気が吹き出さない安全な炊飯器の  
開発などが行われており、将来的にはさらに質問項目の見直しが必要となる可能性がある。   

引き続き、健診や両親学級等の場で親に対して事故防止対策を普及するとともに、チャイルドシートの正しい使用の徹底を  
目標達成のための課題     図るための保護者に対する効果的な広報啓発活動の推進等が必要である。   

31．3％1歳6か月児のいる家庭   30．7％1歳6か月児   

34．7％1歳6か月児   
利活用に関する研究」  
山鷹然太朗班   

データ分析   

結果   
平成13年、平成17と比較して、平成21年には改善が見られる。   

ユニットバスの普及により、当初からドアにチャイルドロックが装備されていない場合、日曜大工等で親自身がチヤ  
イルドロックを後から設置することはなかなか困難である。特に、賃貸住宅の場合には問題が大きい。また、高齢  

分析  者向けの引き戸の場合∴ロックが子どもの手の届く場所にある場合が多い。   

評価   策定時と比較して改善傾向にある。   

風呂場のドアを乳幼児が自分で開けることができないようにするエ夫の具体的内容などについての調査、分析も  
調査・分析上の課是亘  有用であろう。   

親個人の努力では限界のある課題である。賃貸住宅におけるチャイルドロック設置の理解促進と推奨、ユニットバ  
目標達成のための課題     スメーカーには製造する全ての製品にチャイルドロックを装備することを義務づけるなどの方策も検討の余地があ  

ろう。   
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調査・分析上の課題   
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蓬蔭3に臨逗臨云鮎？＞▲ ■ェ計－鰭閻倦厭扱・   ー竪   
【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

3．5％   1．2％ 3．3％ 2．4％   
平成13年度「子どもの事故防   

平成17年度「健やか親子21の推   

（1歳6か月健診時におけるその時点で  なくす  （それぞれ、3．4か月、1歳6か月健診時に  進のための情報システム構築と  

の状況は40ウイ3歳児健詮時に調査し   おけるその時点での状況、およぴ3歳児健  各種情報の利活用に関する研  
た1歳までの状況は3．5％）   診時に調査した1歳までの状況）  究」   山鷹然大朗班  

第2回中間評価   調査  

0．7％2．5％1．3％  

（それぞれ、3．4か月、1歳6か月健診時に おけるその時点での状況、およぴ3歳児健 診時に調査した1歳までの状況）   
山県然大胡班   

※暫定値   

データ分析   

結果   
達成には至っていないが、策定時と比較して改善している。   

分析   
少数ながら、現在もうつぶせ寝を続けている例について、その理由等の調査が必要であろつ。   

評価   目標に向かって順調に改善している。   

質問文上は、親が意識的にどのような寝かせ方をさせているかを問うているが、寝かせた後に・子どもが自分で寝  
調査・分析上の課題  返りをしてそのような寝方になってしまう例も含まれていると考えられる。   

目標達成のための課題   
一時よりもSIDSについての社会の関心が低下しているため、引き続き仰向け寝を普及させる必要がある。   
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（参考値）86．6％   平成12年幼児健康度調査   （参考値）92．3％   
（1歳までに接種した者の割合）  

調査・分析上の課題   

目標達成のための課題   
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三種混合 87．5％   
麻しん 70．4％  

調査・分析上の課題   

目標達成のための課題   
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調査・分析上の課題   

平成17年自治体調査（母子保健   

デ→タ分析   

3～4か月児健診時、1歳6か月児健診時ともに、平成13年と比較して平成17年は向上したが、平成21年は低下した。   
結果  

第1回中間評価頃の時点では、子どもの事故防止対策に関する市町村の関心が高く、積極的な取り組みが行われて  
いた。しかしながら、その後の近年は、市町村の関心が低下していることが考えられる。市町村の取り組みを行って  

分析  も、はっきりした事故の減少等が見られないという研究績黒も報告され、そのようなものによる影響も考えられる。最終  
的な事故の減少だけではなく、子どもの安全に向けての親の行動や意識の変化など、より敏感な指標による研究も望  
まれる。   

評価   悪化偵向となっており、このままでは目標の達成は困難であると考えられる。   

事故防止対策を実施しているか、ある意味で回答者の主観に頼った形で、各市町村への自記式調査で把握した数字  
調査・分析上の課題  であるため、そのことを考慮して結果を解釈する必要がある。   

各市町村に対して、事故防止対策の重要性を再度普及するとともに、実施に当たっての技術的支援を充実させる必  
目標達成のための課題     要がある。  
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（小児人口10万対）   （小児人口10万対）   

小児科医 77．1   小児科医 83．5   

（小児人口10万対）  小児科医師数：1生』迫各（平成18年医師・歯  

小児科医86．45  科医師・薬剤師調査）  
新生児科医軒数‥96喧（NICU専嘩医師数、  
平成一丁年母子保健課調べ）  

（参考値：右の条件で計算した場合）  
新生児科医5．7  科医数：153名（平成21年4月1日現在）、学 会加入人数二3367名 

児童精神医学分野に取り組んでいる  
小児科医もしくは精神科医1D．6  

データ分析   

小児人口10万対の小児科医数は着実に増加しているが、新生児科医、児童精神医学分野に取り相む医師数は減少している。   
結果  

小児人口当たりの小児科医数の総数は増加しているが、病院での過酷な勤務に疲弊して開業する小児科医も多いと考えられ、病院勤務の小児科  
分析  医の推移も検討する必要がある。また、卒業後数年以内の若い年齢層での小児科医数の推移についても検討する必要がある。   

評価   小児人口当たりの小児科医数は増加しているが、小児科医確保の課題はまだまだ大きいと考えられる。   

小児科医故については、策定時と直近価と全く同一の調査方法であり、正確な統計であると考えられる。一方で、新生児科に勤務する医師および児  
室橋神医学分野に取り組んでいる小児科医もしくは精神科医については、その定義および調査方法を年次によって一定にすることが困難であると  

調査・分析上の課題  いう問領点がある。また、小児人口が減少しているため、小児科医の実数の増加以上に、指標が改善しているように見える性質もある。また、医療  
の質は必ずしも評価されないため、数のみでなく合わせて地域における小児医療の提供方法についても考慮する必要がある。   

小児科、新生児科、児童精神科を志望する医師が増えるような包括的な対策が必要である。鴨下ら（医学のあゆみ2003；206（9）：723－26．）は、「小  
児科産科若手医師の確保・育成に関する研究」として、女性医師が働きやすい環境整備等が重要であるとしている。児童精神医学に関しては、学部  

目標達成のための課題  教育や卒斬卜卒後研修において知識や経験を待る機会が乏しく、その段階ないし後期研修の段階において知識や経験を得られる体制作りも重要で  
ある。   

平成13年度（社）日本病院会   平成17年自治体調査（母子保健   
調べ（回答数：444病院）  

平成21年自治体調査（母子保健課）   

データ分析   

平成17年と比較して、平成21年は割合が増加しているが、小児病棟を持つ病院数が減っている影響も大きく、院内学  
結果  級及び遊戯室の実数の増加はわずかである。   

数値上は低下しているが、ベースライン調査と直近値の調査は調査方法が異なり、統計精度を考慮すると単純な比  
分析  較ができず、実際に低下しているのか不明である。   

評価   目標に向けて改善しておらず、達成は難しい。   

特にベースライン調査においては、比較的小児医療環境に関心のある医療機関に偏って回答している可能性もあ  
調査・分析上の課題  る。あり、今後、より正確な調査を実施し、継続的に実態を把握する必要がある。   

目標達成に向けて大幅に改善させるためには、財政的な裏付けや、教育・療育機関を含む関係機関への働きかけが  
目標達成のための課題     必要であろう。   
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平成17年自治体調査（母子保健課）  

による子ども虐待の発生予防  
、職員の専門性の向上、スーパービジョン体制の強化  
関係機関も含めた危機管理意識の醸成  

（再発防止策）とこれを実施する社会資源の整備  
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19年度社会福祉行政業務  

調査・分析上の課題   

目標達成のための課題   保護児童対策地域協議会の効果的活用が期待されているが、効果的実施に向けては、人員不足の  
る専門職の技術向上が課題である。   
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平成12年幼児健康度調査   

第1回目中間評価との比較では、3、4か月児健診時点では19％から17．6％、1歳6か月では25．6％から25％、3歳では  

結果  
29，9％から25．9％となった。どの時点でも、子育てに自信が持てない人の頻度はやや減少の傾向を認めた。また、2  
回の評価とも、3、4か月児健診時点に比べ、1歳6か月児、3歳児健診と子どもの年齢にしたがって上昇を認めた。   

父親の育児参加等の実態や行政における育児支援サービスの質の変換（健診での関わりなど）の効果が低年齢  
中心にみられていることなどと関係しているようにうかがえる。施策の方向性と合わせて分析評価していくことが必  

分析  要だが、次世代育成支援対策推進法や「子どもt子育て応援プラン」に基づく取組が、今後より進むことで更に目標  
の減少が進むことが期待される。   

目標に向けて改善しているが、幼！引こついての配慮も見逃せない。   
評価  

調査・分析上の課題   子どもの年齢によって、割合に差があることから注意が必要。特に、策定時の現状値は6歳までの平均で集計して  
いる。   

目標達成のための課題  社会への子育てに関する啓発などを含めて、次世代育成支援計画の実行のモニタ」ングと合わせて評価していく。   
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